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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 －- 3 -－

１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

家計調査 

（７条２項） 

H19.4.11 日本郵政公社が平成 19年 10月から民営化されたことに伴
い、貯蓄等調査票中の「郵便局」を「ゆうちょ銀行、郵便貯

金・簡易生命保険管理機構（旧日本郵政公社）」に変更する等

を行う。 

総務大臣

自動車輸送統

計調査 

（７条２項） 

H19.4.5 自動車輸送統計調査のうち特別積合せトラック調査につい

て、規制緩和（営業区域規制の廃止）に伴い一般貨物自動車

運送事業でも特別積合せ貨物運送が可能となったため、特別

積合せトラック調査のみを区分して把握する必要性が乏し

く、報告者負担も大きいものであったことから、平成 17年及
び 18年調査に引き続き、19年調査を休止する。 
(注) 国土交通省は、本調査を平成 21年度を目途に全面的
に見直す予定としており、平成 20年１月を目途に、その
検討状況について同省から統計委員会の関係部会に中間報

告を行う予定。 

国土交通

大臣 

 

 

２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26845 

（旧 No.26539） 

H19.4.4 外資系企業動向調査 

外資系企業動向調査票 
経済産業大臣 

No.26846 

（旧 No.26468） 

H19.4.4 労使関係総合調査 

労働組合基礎調査票 
厚生労働大臣 

No.26847 

（旧 No.22892） 

H19.4.4 労使関係総合調査 

団体交渉と労働争議に関する実態調査票 
厚生労働大臣 

No.26848 

（旧 No.26058） 

H19.4.4 住宅用地完成面積調査 

住宅用地完成面積調査票 
国土交通大臣 

No.26849 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

豆類作付面積調査郵送調査票（団体用） 
農林水産大臣 

No.26850 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

豆類収穫量調査郵送調査票（団体用） 
農林水産大臣 

No.26851 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

そば作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 
農林水産大臣 

No.26852 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

豆類・そば収穫量調査郵送調査票（経営体用） 
農林水産大臣 

No.26853 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

こんにゃくいも作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団

体用） 

農林水産大臣 
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No.26854 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

こんにゃくいも収穫量調査郵送調査票（経営体用） 
農林水産大臣 

No.26855 

（旧 No.     ） 

H19.4.4 特定作物統計調査 

い作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 
農林水産大臣 

No.26856 

（旧 No.26465） 

H19.4.4 森林組合一斉調査 

森林組合調査票 
林野庁長官 

No.26857 

（旧 No.26466） 

H19.4.4 森林組合一斉調査 

生産森林組合調査票 
林野庁長官 

No.26858 

（旧 No.26070） 

H19.4.4 医療経済実態調査 

医療経済実態調査（病院調査票） 
厚生労働大臣 

No.26859 

（旧 No.26071） 

H19.4.4 医療経済実態調査 

医療経済実態調査（一般診療所調査票） 
厚生労働大臣 

No.26860 

（旧 No.26072） 

H19.4.4 医療経済実態調査 

医療経済実態調査（歯科診療所調査票） 
厚生労働大臣 

No.26861 

（旧 No.26073） 

H19.4.4 医療経済実態調査 

医療経済実態調査（保険薬局調査票） 
厚生労働大臣 

No.26862 

（旧 No.26074） 

H19.4.4 医療経済実態調査 

医療経済実態調査（保険者調査票） 
厚生労働大臣 

No.26863 

（旧 No.26494） 

H19.4.6 食品ロス統計調査 

世帯調査票 
農林水産大臣 

No.26864 

（旧 No.26497） 

H19.4.6 食品ロス統計調査 

食品循環資源の再生利用等実態調査票（食品製造業） 
農林水産大臣 

No.26865 

（旧 No.26498） 

H19.4.6 食品ロス統計調査 

食品循環資源の再生利用等実態調査票（食品卸売業・食品

小売業） 

農林水産大臣 

No.26866 

（旧 No.26499） 

H19.4.6 食品ロス統計調査 

食品循環資源の再生利用等実態調査票（外食産業） 
農林水産大臣 

No.26867 

（旧 No.     ） 

H19.4.13 平成２２年国勢調査第１次試験調査 

平成２２年国勢調査第１次試験調査 調査票甲 
総務大臣 

No.26868 

（旧 No.     ） 

H19.4.13 平成２２年国勢調査第１次試験調査 

平成２２年国勢調査第１次試験調査 調査票乙 
総務大臣 

No.26869 

（旧 No.     ） 

H19.4.13 平成２２年国勢調査第１次試験調査 

平成２２年国勢調査第１次試験調査 世帯アンケート甲 
総務大臣 

No.26870 

（旧 No.     ） 

H19.4.13 平成２２年国勢調査第１次試験調査 

平成２２年国勢調査第１次試験調査 世帯アンケート乙 
総務大臣 

No.26871 

（旧 No.23701） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

食酢生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26872 

（No.23702） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

ソース類生産実績調査票 
農林水産大臣 
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No.26873 

（旧 No.23703） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

カレー生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26874 

（旧 No.23704） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

スープ類生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26875 

（旧 No.23705） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

からし粉類生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26876 

（旧 No.23706） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

香辛料生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26877 

（旧 No.23707） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

エキス生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26878 

(旧 No.23708） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

レギュラーコーヒー生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26879 

(旧 No.23709） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

インスタントコーヒー生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26880 

(旧 No.23710） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

コーヒー豆在庫実績調査票 
農林水産大臣 

No.26881 

(旧 No.23711） 

H19.4.13 食料品生産実態調査 

チョコレート・ココア生産実績調査票 
農林水産大臣 

No.26882 

(旧 No.26401） 

H19.4.13 消費動向調査（全国，月次） 

消費動向調査調査票（平成１９年４，５，７，８，１０，

１１，平成２０年１，２月調査） 

内閣総理大臣 

No.26883 

(旧 No.26402） 

H19.4.13 消費動向調査（全国，月次） 

消費動向調査調査票（平成１９年６，９，１２月調査） 
内閣総理大臣 

No.26884 

(旧 No.26403） 

H19.4.13 消費動向調査（全国，月次） 

消費動向調査調査票（平成２０年３月調査） 
内閣総理大臣 

No.26885 

(旧 No.26476） 

H19.4.18 法人企業景気予測調査 

法人企業景気予測調査票（平成１９年４～６月） 
内閣総理大臣 

No.26886 

(旧 No.26477） 

H19.4.18 法人企業景気予測調査 

法人企業景気予測調査票（平成１９年７～９月） 
内閣総理大臣 

No.26887 

(旧 No.26478） 

H19.4.18 法人企業景気予測調査 

法人企業景気予測調査票（平成１９年１０～１２月） 
内閣総理大臣 

No.26888 

(旧 No.26479） 

H19.4.18 法人企業景気予測調査 

法人企業景気予測調査票（平成２０年１～３月） 
内閣総理大臣 

No.26889 

(旧 No.23687） 

H19.4.18 水害統計調査 

一般資産水害統計調査調査票 
国土交通大臣 

No.26890 

(旧 No.23688） 

H19.4.18 水害統計調査 

公益事業等水害統計調査調査票 
国土交通大臣 

No.26891 

(旧 No.25888） 

H19.4.24 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

土壌改良資材の生産量調査票 
農林水産大臣 
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No.26892 

(旧 No.25889） 

H19.4.24 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

土壌改良資材の輸入量調査票 
農林水産大臣 

No.26893 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 平成２０年住宅・土地統計調査試験調査 

平成２０年住宅・土地統計調査試験調査世帯調査票 
総務大臣 

No.26894 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 平成２０年住宅・土地統計調査試験調査 

平成２０年住宅・土地統計調査試験調査建物調査票 
総務大臣 

No.26895 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 新規就農者調査 

新規就農者調査票（家族経営体） 
農林水産大臣 

No.26896 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 新規就農者調査 

新規就農者調査票（組織経営体） 
農林水産大臣 

No.26897 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用） 
農林水産大臣 

No.26898 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅱ（会社用） 
農林水産大臣 

No.26899 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅲ（漁業協同組合・漁業生

産組合用） 

農林水産大臣 

No.26900 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅳ（共同経営用） 
農林水産大臣 

No.26901 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査漁業管理組織調査票 
農林水産大臣 

No.26902 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

海面漁業調査海面漁業地域調査票 
農林水産大臣 

No.26903 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体

用） 

農林水産大臣 

No.26904 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅱ（会社・団体用） 
農林水産大臣 

No.26905 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

内水面漁業調査内水面漁業地域調査票 
農林水産大臣 

No.26906 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

流通加工調査魚市場調査票 
農林水産大臣 

No.26907 

(旧 No.     ） 

H19.4.24 ２００８年漁業センサス試行調査 

流通加工調査冷凍・冷蔵，水産加工場調査票 
農林水産大臣 

 

３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107018 H19.4.19 企業採用動向等調査 香川県知事 

107019 H19.4.20 新規就農者調査（新規参入） 農林水産大臣



 －- 7 -－

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107020 H19.4.20 大阪府内における金融環境調査 大阪府知事 

107021 H19.4.23 中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査 神奈川県知事

107022 H19.4.25 沖縄県鉱工業指数基礎調査 沖縄県知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

207019 H19.4.4 地方公共団体消費状況等調査 内閣総理大臣

 

（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

307007 H19.4.5 東港工業地帯立地企業実態調査 新潟県知事 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 家計調査 

【承認年月日】 平成１９年０４月１１日 

【指定番号】 ００００５６ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 国民生活における家計収支の実態を毎月把握して，諸種の経済及び社会問題等に関する施策立案の基

礎資料を提供する。 

【沿 革】 昭和２１年に都市を対象として始められた消費者価格調査から発展した調査で，昭和２５年９月から

は，支出のみならず収入面も把握するよう改正され，昭和２６年１１月に消費実態調査と改称され，昭

和２７年１１月からは指定統計調査として実施されることとなった。また，昭和２８年４月に家計調査

と改称され，昭和３７年７月には郡部も対象範囲とし，昭和６０年からは無職世帯の収入についても把

握している。 

 その後平成６年２月，諮問第２４１号の答申「平成６年度から実施が予定されている農業経営調査

（仮称）の計画について」において，農業家計費を別個に把握する必要性が少なくなってきており，そ

の統計整備の在り方の問題が提言された。この提言を踏まえ，統計審議会の関係部会を通じて対応策が

検討され，農業経営統計調査等における農林漁家世帯の家計費の支出内訳の把握を中止し，平成１２年

１月から家計調査において農林漁家世帯を調査対象の範囲に含めて実施することとされた。さらに，平

成１４年１月から本調査と単身世帯収支調査及び貯蓄動向調査が統合された。 

【調査の構成】 １－家計簿（二人以上の世帯用）（様式第１号），２－家計簿（単身世帯用）（様式第２号），

３－年間収入調査票（様式第３号），４－貯蓄等調査票（様式第４号），５－世帯票（様式第５

号），６－準調査世帯票（様式第６号） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「家計調査報告」（毎月）「家計調査年報」（毎年７

月） （表章）全国，地方 

※ 

【調査票名】 １－家計簿（二人以上の世帯用）（様式第１号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．毎月の収入と支出 

※ 

【調査票名】 ２－家計簿（単身世帯用）（様式第２号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．毎月の収入と支出 

※ 

【調査票名】 ３－年間収入調査票（様式第３号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在，過去１年間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．年間収入 

※ 

【調査票名】 ４－貯蓄等調査票（様式第４号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．貯蓄現在高，２．借入金残高，３．建物・土地の購入計画 

※ 
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【調査票名】 ５－世帯票（様式第５号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．職業，４．住居の構造，５．住居の所有関係，面積，居住室数，家

賃・地代 

※ 

【調査票名】 ６－準調査世帯票（様式第６号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）総務大臣が定める方法により抽出された世帯で，やむを

えない理由により除外された世帯 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在，月間 

（系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．世帯主の年齢，職業及び世帯員数，２．住居の所有関係，３．除外理由 
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【調査名】 自動車輸送統計調査 

【承認年月日】 平成１９年０４月０５日 

【指定番号】 ００００９９ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課 

【目 的】 自動車輸送の実態を明らかにし，わが国の経済政策，交通政策及び経済計画，交通計画を策定するた

めの基礎資料を作成する。 

【沿 革】 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）に基づく道路運送調査規則（昭和２７年運輸省建設省令第

１号）により，自動車の使用者は，「自動車輸送実績報告書」として自動車による旅客又は貨物の輸送

状況を運輸省に提出することとされており，これにより輸送統計が作成されていたが，自動車の激増等

により輸送状況を迅速かつ正確に把握するため，昭和３５年４月から統計法に基づく指定統計第９９号

を作成するための調査として自動車輸送統計調査が開始された。その後，昭和３９年に営業用バス全数

調査及び路線トラック調査の追加，昭和６２年に軽自動車を調査対象に追加する等の変更を行ってい

る。また，特別積合せトラック調査については，規制緩和（営業区域規制の廃止）により，一般貨物自

動者運送事業でも特別積合せ貨物運送が可能となったことに伴い，特別積合せトラック運送のみを区分

して把握する必要性が乏しく，報告者負担も大きいものであったことから，平成２１年４月分の調査か

ら予定している本調査計画の大幅な見直しまでの間の暫定的措置として，平成１７年度から１９年度ま

での間の調査を中止することとしている。 

【調査の構成】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用），２－自動車輸送統計調査票（特別積合せトラック調

査），３－自動車輸送統計調査票（貨物自家用），４－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗

合，貸切，特定），５－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用），６－自動車輸送統計調査票

（旅客自家用－乗合），７－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）「自動車輸送統計月報」（調査月

経過後２か月以内），「自動車輸送統計年報」，「自動車輸送統計報告書」（毎年３回），「特別

積合せトラック調査報告書」（毎年２回） （表章）地方運輸局 

【備 考】 本調査の体系は，毎月調査（２を除く）となっているが，毎年２月，６月及び１０月（以下，「大調

査月」という。）は，詳細調査を，その他の９か月（以下，「小調査月」という。）は，簡略調査を行
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う。ただし，４については全数調査（毎月１か月間）を行うほか，大調査月にサンプル調査を併わせて

行う。（以下，４については，大調査月の内容を記載した（全数調査については割愛）。なお，全数調

査では，輸送人員のほか，延実在日車，延実働日車，総走行キロ，延運行回数，月末実在車両数，１日

１車当たりの輸送人員・走行キロ・運行回数等を把握する。） 

 ２については，年２回（６月及び１０月）に全数調査を行う。 

※ 

【調査票名】 １－自動車輸送統計調査票（貨物営業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１００ ２，４００ （配布）調査員・オンライン （取

集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月７日間 （系統）国土交通省→地方運輸

局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，主な用途，最大積載量，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費量（大調査

月のみ），４．輸送状況（輸送回数，輸送区間（大調査月のみ），品名，重量）等 

※ 

【調査票名】 ２－自動車輸送統計調査票（特別積合せトラック調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で特別積合せ貨物輸送の用に供せられ，一

般道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月７日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局

→報告者 

【周期・期日】 （周期）年２回（６月及び１０月） （実施期日）調査期間後７日以内 

【調査事項】 １．発送原票枚数，２．貨物の発地・着地，３．発着地間の距離，４．品名，個数，重量等 

※ 

【調査票名】 ３－自動車輸送統計調査票（貨物自家用） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，８００ ６，０００ （配布）調査員・オンライン 

（取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月７日間 （系統）国土交通省→地方

運輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月７日間 

【調査事項】 １．自動車の種類，主な用途，最大積載量，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費料（大調査

月のみ），４．輸送状況（走行回数，輸送区間（大調査月のみ），品名，重量）等 

※ 

【調査票名】 ４－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合，貸切，特定） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）調査員・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）１ヶ月間 （系統）国土交通省→地方運輸局→運輸監理部・運輸

支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ヶ月間 

【調査事項】 １．輸送状況（輸送人員，延実在日車，延実働日車，総走行キロ，延運行回数，今月末実在車両

数），２．単位当たりの数量（１日１車当たり輸送人員・走行キロ・運行回数など）（注）２・

６・１０月に，無作為抽出した自動車を対象に，各月３日間について，以下の事項を把握。１．自

動車の主な用途，乗車定員，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費量，４．輸送状況（輸送区

間，距離，人員）等 

※ 

【調査票名】 ５－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ ４００ （配布）調査員・オンライン （取集）
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調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・

運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．乗車定員，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費量（大調査月のみ），４．輸送状況（輸

送区間（大調査月のみ），距離，人員）等 

※ 

【調査票名】 ６－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗合） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，一般道路を使用し

ている自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００ ３００ （配布）調査員・オンライン （取集）

調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・

運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．乗車定員，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費量（大調査月のみ），４．輸送状況（輸

送区間（大調査月のみ），距離，人員）等 

※ 

【調査票名】 ７－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用に供せられ，一般

道路を使用している自動車 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２００ １，４００ （配布）調査員・オンライン （取

集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運輸

局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３日間 

【調査事項】 １．乗車定員，２．走行キロ，３．燃料の種類及び消費量，４．輸送状況（輸送区間（大調査月

のみ），距離，人員）等 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 外資系企業動向調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部企業統計室 

【目 的】 我が国外資系企業の経営動向を把握することにより，今後の産業政策及び通商政策の推進に資するた

めの資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和４２年に我が国における外資系企業の経営動向を把握するために開始。 

【調査の構成】 １－外資系企業動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「外資系企業動向調査概要」（速報）（毎年３月），

「外資系企業の動向」（確報）（毎年９月） （表章）全国 

【経 費】 １６，０１２ 

※ 

【調査票名】 １－外資系企業動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８４５ 調査票承認番号（旧）０２６５３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）毎年３月末現在で，（１）外国投資家が株式又は持分の

３分の１超を所有している企業，（２）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している持

株会社が出資する企業であって，外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の合計が３分の１超

となる企業。 （抽出枠）外資系企業動向調査名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）３月３１日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要等，２．操業状況等，３．雇用の状況，４．国内事業所の種類および数，５．売

上高，仕入高，６．費用等の状況，７．収益の状況，８．資産の状況，９．資金調達の状況 
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【調査名】 労使関係総合調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 我が国における労働組合及び組合員の産業別，地域別，加盟上部組合別の分布等，労働組合組織の実

態を明らかにすることを目的とする。 

【沿 革】 昭和２２年の「労働組合調査」，昭和２３年の「労働組合基本調査」を前身とし，昭和５８年から

は，「労使関係総合調査」として体系化し，毎年調査を実施している。なお，本調査は，毎年調査する

調査票（労働組合基礎調査票）と，１．労使のコミュニケーションの実態把握，２．労働組合活動の実

態調査，３労働協約等の実態把握，４．団体交渉と労働争議に関する実態把握，５．労働組合の実態把

握の５つのテーマをローテーションで調査する調査票により構成されている。 

【調査の構成】 １－労働組合基礎調査票，２－団体交渉と労働争議に関する実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）結果概況を公表し（調査実施後１年以内），その後

「調査結果報告書」を作成。 （表章）全国 

【経 費】 １７，４２３ 

※ 

【調査票名】 １－労働組合基礎調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８４６ 調査票承認番号（旧）０２６４６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）我が国におけるすべての労働組合 （抽出枠）なし 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１，０００／母７１，０００ （配布）職員及び調査員 （取集）

職員及び調査員 （記入）自計 （把握時）平成１９年６月３０日現在 （系統）厚生労働省大臣

官房統計情報部→都道府県労政主管課→労政主管事務所（職員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年７月１日～２０日 

【調査事項】 １．労働組合の名称，代表者氏名及び事務所の所在地，２．企業の属性，３．労働組合員数，

４．労働組合の種類，５．適用法規，６．存廃等区分及び新設又は解散等の理由，７．組合本部及

び直上組合の名称，所在地，８．加盟上部組合の系統 
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※ 

【調査票名】 ２－団体交渉と労働争議に関する実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８４７ 調査票承認番号（旧）０２２８９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないもの）に属する民営事業所に

おける労働組合員数規模３０人以上の労働組合。 （抽出枠）平成１８年労働組合基礎調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７００／母２８，０００ （配布）職員及び調査員 （取

集）職員及び調査員 （記入）自計 （把握時）平成１９年６月３０日現在 （系統）厚生労働省

大臣官房統計情報部→都道府県労政主管課→労政主管事務所→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年７月１日～２０日 

【調査事項】 １．労働組合の属性に関する事項，２．団体交渉に関する事項，３．労働争議に関する事項，

４．労使間の諸問題の解決手段に関する事項，５．労使関係についての認識 
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【調査名】 住宅用地完成面積調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 

【目 的】 年間の住宅用地の完成面積を調査することによって，住宅用地の供給量の実態を地域別に明らかに

し，住宅宅地行政の基礎資料とする。 

【沿 革】 昭和４５年以降、毎年度実施。 

【調査の構成】 １－住宅用地完成面積調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年の翌

年３月まで） （表章）全国 

【経 費】 ６，０００ 

※ 

【調査票名】 １－住宅用地完成面積調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８４８ 調査票承認番号（旧）０２６０５８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設業許可業者 （抽出枠）建設工事施工統計調査対象

業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８０，０００／母１１０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）前年度間 （系統）国土交通省→都道府県

→報告者〔郵送〕，国土交通省→報告者〔オンライン〕 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）各年７月３１日 

【調査事項】 １．施工地域，２．発注者の種類（公共・民間），３．区域の種類（一般・土地区画整理事

業），４．住宅用地の種類（一団地の住宅用地，小規模開発の住宅用地，再開発的な住宅用地，別

荘用地），５．工事件数，６．住宅用地完成面積 
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【調査名】 特定作物統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 豆類（小豆，いんげん及びらっかせい）そば，こんにゃくいも及び「い」の生産に関する実態を明ら

かにし，関税割当数量の算定，共済基準収量の算定，生産振興対策等の推進のための資料を整備するこ

とを目的に実施する。 

【調査の構成】 １－豆類作付面積調査郵送調査票（団体用），２－豆類収穫量調査郵送調査票（団体用），３－

そば作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用），４－豆類・そば収穫量調査郵送調査票（経

営体用），５－こんにゃくいも作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用），６－こんにゃく

いも収穫量調査郵送調査票（経営体用），７－い作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「作付面積調査（小豆，いんげん，らっかせい）」：

「概要」は北海道は調査年の８月下旬，都府県は調査年の９月中旬，「結果報告書」は調査翌年の

３月，「作付面積調査（そば）」：「概要」は調査翌年の１月下旬，「結果報告書」は調査翌年の

３月，「作付面積調査（こんにゃくいも）」：「概要」は調査翌年の２月中旬，「結果報告書」は

調査翌年の８月，「作付面積調査（い）」：「概要」は調査年の１０月上旬，「結果報告書」は調

査翌年の８月，「収穫量調査（小豆，いんげん，らっかせい）」：「概要」は調査翌年の２月下

旬，「結果報告書」は調査翌年の８月，「収穫量調査（そば）」：「概要」は調査翌年の１月下

旬，「結果報告書」は調査翌年の８月，「収穫量調査（こんにゃくいも）」：「概要」は調査翌年

の２月中旬，「結果報告書」は調査翌年の８月，「収穫量調査（い）」：「概要」は調査年の１０

月上旬，「結果報告書」は調査翌年の８月 （表章）全国，都道府県 

※ 

【調査票名】 １－豆類作付面積調査郵送調査票（団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８４９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農協等関係団体 （属性）調査対象品目の集荷，取り扱いを行っている

すべての関係団体 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）北海道については７月１日現在，都府県については９月１日現在 （系統）農林水産省→地方

農政局→農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）北海道７月上旬及び都府県９月上旬 

【調査事項】 １．作付面積（田畑別），２．作付面積の増減要因等 

※ 

【調査票名】 ２－豆類収穫量調査郵送調査票（団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５０ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国作付面積のおおむね８０％を占めるまでの上位都道府県（３年周期で全国） （単

位）農協等関係団体 （属性）調査対象品目の集荷，取り扱いを行っているすべての関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００ 全国調査年時は客体数が２１００。（配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・

情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期。 

【調査事項】 １．作付面積，２．集荷量，３．生育，作柄及び被害の状況 

※ 

【調査票名】 ３－そば作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５１ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）ａ．作付面積調査：全国，ｂ．収穫量調査：全国作付面積のおおむね８０％を占めるま

での都道府県及び事業（強い農業づくり交付金）実施県 （単位）農協等関係団体 （属性）調査

対象品目の集荷，取り扱いを行っているすべての関係団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７００ ３１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把
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握時）収穫期 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 １．作付面積（田畑別），２．集荷量，３．面積，生育，作柄及び被害の状況 

※ 

【調査票名】 ４－豆類・そば収穫量調査郵送調査票（経営体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）ａ．豆類調査：全国作付面積のおおむね８０％を占めるまでの上位都道府県（３年周期

で全国），ｂ．そば調査：全国作付面積の８０％を占めるまでの都道府県及び事業（強い農業づく

り交付金）実施県 （単位）経営体 （属性）２００５年農林業センサスにおいて調査対象品目を

販売目的で作付けた農林経営体から無作為に抽出した標本経営体 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７３０ ２，１２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センタ

ー→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 １．作付面積，２．収穫量，３．出荷量，４．自家消費等の量，５．出荷先出荷割合，６．作柄

及び被害の状況 

※ 

【調査票名】 ５－こんにゃくいも作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）主産県（栃木県及び群馬県）（３年周期で全国） （単位）農協等関係団体 （属性）

調査対象品目の集荷，取り扱いを行っているすべての関係団体 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ 全国調査年時は客体数が２１００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情

報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月１日～１２月３１日。 

【調査事項】 １．栽培面積，２．収穫面積，３．集荷量，４．面積，生育，作柄及び被害の状況 

※ 

【調査票名】 ６－こんにゃくいも収穫量調査郵送調査票（経営体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）主産県（栃木県及び群馬県）（３年周期で全国） （単位）経営体 （属性）２００５

年農林業センサスにおいて調査対象品目を販売目的で作付けた農林業経営体から無作為に抽出した

標本経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２７０／母２，７３３ 全国調査年時は客体数は７５０／９３

８５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）収穫期 （系統）農林水産省→地

方農政局→農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期。 

【調査事項】 １．栽培面積，２．収穫面積，３．収穫量，４．出荷量，５．自家消費等の量，６．作柄及び被

害の状況 

※ 

【調査票名】 ７－い作付面積調査・収穫量調査郵送調査票（団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）主産県（福岡県及び熊本県） （単位）農協等関係団体 （属性）調査対象品目の集

荷，取り扱いを行っているすべての関係団体 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）収穫

期 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）収穫期 

【調査事項】 １．い生産農家数，２．畳表生産農家数，３．作付面積，４．収穫量，５．畳表生産量，６．農

家数，面積，生育，作柄及び被害の状況 
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【調査名】 森林組合一斉調査 

【実施機関】 林野庁林政部経営課 

【目 的】 森林組合の組織，財務及び事業全般にわたる実態を把握し，今後の森林組合の育成指導のための基礎

資料を得る。 

【沿 革】 昭和２７年度から毎年実施し，森林組合法改正や会計基準の変更等に伴い，所要の変更を行いながら

現在に至っている。 

【調査の構成】 １－森林組合調査票，２－生産森林組合調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「森林組合統計」（翌年の３月３１日まで） （表

章）全国，都道府県 

※ 

【調査票名】 １－森林組合調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５６ 調査票承認番号（旧）０２６４６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）森林組合 （抽出枠）森林組合名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）各事業年度 （系統）林野庁→都道府県（林務主管課）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日まで 

【調査事項】 １．組織，執行体制，（１）総代会制の有無，（２）役員選出の方法，（３）林業労働力確保法

における認定事業体か否か，（４）許可等，（５）地区内森林面積，（６）組合員所有森林（私有

林）の内訳，（７）組合員，（８）役員，（９）専従職員の内訳，（１０）共同利用施設，（１

１）市売市場の内訳，２．財務，（１）貸借対照表，（２）借入金の借入先別金額，（３）損益計

算書，３．事業，（１）指導部門（指導事業），（２）販売部門（販売事業，林産事業，間伐の実

施状況，森林所有者別の木材の生産及び販売の利用状況，加工製造事業），（３）購買部門（購買

事業，養苗事業，林業用機械の使用状況），（４）利用部門（森林造成事業取扱高，新植及び保育

の依頼者別内訳，造林・保育の内容，利用及び福利厚生事業，森林災害復旧事業（造林），林地供
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給事業），（５）金融部門（金融事業），（６）森林経営部門（森林の内容），（７）信託部門

（信託事業），４．その他，（１）組合雇用労働者数（事務員を除く），（２）賃金支給制度別雇

用労働者数，（３）雇用労働者の標準的賃金（日額），（４）男女別年齢階層別雇用労働者数及び

新規採用者数，（５）雇用労働者等の社会保険等への加入状況，（６）雇用労働者の労働災害状

況，（７）森林組合の認定請求により樹立された森林施業計画樹立面積，（８）税金関係 

※ 

【調査票名】 ２－生産森林組合調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５７ 調査票承認番号（旧）０２６４６６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）生産森林組合 （抽出枠）生産森林組合名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，３６４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）各事業年度 （系統）林野庁→都道府県（林務主管課）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月末日まで 

【調査事項】 １．組合の設立動機，２．森林組合及び森林組合連合会への加入の有無，３．組合員の状況，

４．役員数及び職員数，５．現物出資森林の面積，６．森林の現況，７．森林保健機能増進事業，

８．貸借対照表，９．借入金の借入先内訳，１０．損益計算書，１１．販売実績等，１２．新植，

保育実績，１３．林産事業の伐採方法別内訳，１４．税金関係 
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【調査名】 医療経済実態調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課，厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 病院，一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明らかにし，社会保険

診療報酬に関する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療経済実態調査（病院調査票），２－医療経済実態調査（一般診療所調査票），３－医療

経済実態調査（歯科診療所調査票），４－医療経済実態調査（保険薬局調査票），５－医療経済実

態調査（保険者調査票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「医療経済実態調査（医療機関等調査）報

告」，「医療経済実態調査（保険者調査）報告」（平成２０年６月） （表章）全国 

【経 費】 ８４，４３６ 

【備 考】 〔経費の内訳〕医療機関等調査８４，２５３千円，保険者調査１８３千円 

※ 

【調査票名】 １－医療経済実態調査（病院調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５８ 調査票承認番号（旧）０２６０７０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）社会保険による診療を行っている病院 （抽出枠）医

療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／母８，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日から３０日 （系統）厚生労働省（中央社会保険医

療協議会）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月３１日 

【調査事項】 １．基本データ，（１）開設者，（２）医業用建物の建築（改築）年月，（３）医業用建物の保

有形態及び延べ面積，（４）病床の状況，（５）入院患者の状況，（６）外来診療等の状況，

（７）処方の状況，（８）特定入院料の算定状況，（９）入院基本料の状況，（１０）承認等の状

況，２．収支，（１）医業収入，（２）介護収入，（３）その他の収入，（４）医業・介護費用，
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（５）その他の費用，（６）特別損益，（７）補助金・負担金等，３．給与（常勤・非常勤職員別

の職種別給与，常勤職員平均賞与等），４．資産・負債，５．設備投資，６．租税公課，借入金等 

※ 

【調査票名】 ２－医療経済実態調査（一般診療所調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８５９ 調査票承認番号（旧）０２６０７１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）社会保険による診療を行っている一般診療所 （抽出

枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母６３，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日から３０日 （系統）厚生労働省（中央社会保険医

療協議会）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月３１日 

【調査事項】 １．基本データ，（１）開設者，（２）主たる診療科目，（３）．医業用建物の建築（改築）年

月，（４）医業用建物の保有形態及び延べ面積，（５）青色申告の有無，（６）従事者の状況，

（７）病床・入院患者の状況，（８）外来診療等の状況，（９）処方の状況，２．収支，（１）医

業収入，（２）介護収入，（３）医業・介護費用，３．給与（常勤・非常勤職員別の職種別給与，

常勤職員平均賞与等），４．資産・負債，５．設備投資，６．租税公課，借入金等 

※ 

【調査票名】 ３－医療経済実態調査（歯科診療所調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６０ 調査票承認番号（旧）０２６０７２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）社会保険による診療を行っている歯科診療所 （抽出

枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１００／母５５，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 
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（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日から３０日 （系統）厚生労働省（中央社会保険医

療協議会）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月３１日 

【調査事項】 １．基本データ，（１）開設者，（２）医業用建物の建築（改築）年月，（３）医業用建物の保

有形態及び延べ面積，（４）青色申告の有無，（５）従事者の状況，（６）ユニット数，（７）外

来診療等の状況，（８）処方の状況，２．収支，（１）医業収入，（２）介護収入，（３）医業・

介護費用，３．給与（常勤・非常勤職員別の職種別給与，常勤職員平均賞与等），４．資産・負

債，５．設備投資，６．租税公課，借入金等 

※ 

【調査票名】 ４－医療経済実態調査（保険薬局調査票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６１ 調査票承認番号（旧）０２６０７３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１ヶ月間の調剤報酬明細書の取扱件数が３００件以上

の保険薬局 （抽出枠）保険薬局基本ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１００／母２７，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日から３０日 （系統）厚生労働省（中央社会保険医

療協議会）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年７月３１日 

【調査事項】 １．基本データ，（１）開設主体，（２）薬局用建物の建築（改築）年月，（３）薬局用建物の

保有形態及び延べ面積，（４）施設基準等の届出状況，（５）代表者又は開設者の勤務状況，

（６）青色申告の有無，（７）営業の状況，（８）調剤基本料の請求区分，（９）保険調剤の状

況，（１０）従事者の状況，２．収支，（１）収入，（２）介護収入，（３）費用，（４）税金

等，３．資産・負債，４．設備投資，５．処方せん・医薬品の状況 

※ 

【調査票名】 ５－医療経済実態調査（保険者調査票） 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６２ 調査票承認番号（旧）０２６０７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）平成１８年度末における組合管掌健康保険及び共済組

合の各保険者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６１７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年度末現在 （系統）厚生労働省（中央社会保険医療協議会）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．土地に関する事項（施設の種類，名称，所在地，所有地の面積，帳簿価格等），２．直営保

養所・保健会館に関する事項（施設の種類，名称，所在地，建築面積，帳簿価格等） 
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【調査名】 食品ロス統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 世帯における食事状況，可食食料の廃棄の実態を把握し，食品の食べ残し・廃棄の抑制や望ましい食

生活を実現するための食育活動の推進等のため，また，食品産業における食品廃棄物等の発生量，再生

利用等の状況を明らかにし，「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」に基づく施策を推進す

るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－世帯調査票，２－食品循環資源の再生利用等実態調査票（食品製造業），３－食品循環資源

の再生利用等実態調査票（食品卸売業・食品小売業），４－食品循環資源の再生利用等実態調査票

（外食産業） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要（世帯調査）」（調査年度翌年度の

７月下旬），「調査結果の概要（食品循環資源の再生利用等実態調査）」（平成１９年１０月中

旬） （表章）全国 

【経 費】 ４２，５２１ 

【備 考】 世帯調査票分は２５，５２７千円，食品循環資源再生利用等実態調査票分は１６，９９４千円 

※ 

【調査票名】 １－世帯調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６３ 調査票承認番号（旧）０２６４９４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）生計を共にしている家族などの世帯 （抽出枠）地方公

共団体等からの情報収集及び公募 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／母４９，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）

→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）６月，９月，１２月及び３月 

【調査事項】 １．世帯の概要（世帯員構成（記帳者との続柄，性別，年齢，職業の有無）），２．食事の状況
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（調査月日，食事区分，家族の食事状況（一緒に食事をした，後から食事をした，外食した等別の

世帯員コード）），３．食品の使用状況（料理名又はそのまま飲食した食品名，調理に使用した食

材名，持ち越しの場合の最初の調理月日，食材ごとの下処理する前の重量，非食部分として除去し

た重量，食べ残し廃棄重量等），４．食品の購入状況，食育への意識・参加状況，食品の食べ残し

及び廃棄の状況や理由 

※ 

【調査票名】 ２－食品循環資源の再生利用等実態調査票（食品製造業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６４ 調査票承認番号（旧）０２６４９７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品製造業を営む事業所 （抽出枠）総務省「平成１

６年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９６７／母５８，３６６ （配布）郵送・調査員，ファクシミ

リ装置 （取集）郵送，ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林

水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月～７月 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．食品廃棄物等の発生状況及び再生利用の状況，３．食品廃棄物等におけ

る発生過程別の発生量の割合，４．食品廃棄物等の減量化のための方法，５．食品廃棄物等の食品

循環資源として再生利用した時の仕向状況，６．食品廃棄物等の食品循環資源として再生利用推進

上の課題，７．食品廃棄物等の発生の抑制の取組状況 

※ 

【調査票名】 ３－食品循環資源の再生利用等実態調査票（食品卸売業・食品小売業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６５ 調査票承認番号（旧）０２６４９８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品卸売業及び食品小売業を営む事業所 （抽出枠）
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総務省「平成１６年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９３８／母５３８，３６７ （配布）郵送・調査員・ファクシ

ミリ装置 （取集）郵送・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農

林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月～７月 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．食品廃棄物等の発生状況及び再生利用の状況，３．食品廃棄物等におけ

る発生過程別の発生量の割合，４．食品廃棄物等の減量化のための方法，５．食品廃棄物等の食品

循環資源として再生利用した時の仕向状況，６．食品廃棄物等の食品循環資源として再生利用推進

上の課題，７．食品廃棄物等の発生の抑制の取組状況 

※ 

【調査票名】 ４－食品循環資源の再生利用等実態調査票（外食産業） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６６ 調査票承認番号（旧）０２６４９９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）外食産業を営む事業所 （抽出枠）総務省「平成１６

年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６１２／母４７４，１５４ （配布）郵送・調査員・ファクシ

ミリ装置 （取集）郵送・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農

林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月から７月 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．食品廃棄物等の発生状況及び再生利用の状況，３．食品廃棄物等の減量

化のための方法，４．食品廃棄物等の食品循環資源として再生利用した時の仕向状況，５．食品廃

棄物等の食品循環資源として再生利用推進上の課題，６．食品廃棄物等の発生の抑制の取組状況 
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【調査名】 平成２２年国勢調査第１次試験調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課 

【目 的】 平成２２年国勢調査の実施に先立ち，調査方法，調査事務及びこれに関連する事項について実地の検

討を行い，同調査の実施計画の立案に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２２年国勢調査第１次試験調査 調査票甲，２－平成２２年国勢調査第１次試験調査 

調査票乙，３－平成２２年国勢調査第１次試験調査 世帯アンケート甲，４－平成２２年国勢調査

第１次試験調査 世帯アンケート乙 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）部内資料として用いる （表章）

都府県，市区町 

【経 費】 ３９，７２３ 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年国勢調査第１次試験調査 調査票甲 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県福島市，福島県白河市，東京都大田区，東京都板橋区，愛知県岡崎市，愛知県刈

谷市，京都府京都市，京都府長岡京市，山口県宇部市，山口県平生町，愛媛県松山市，愛媛県砥部

町，福岡県久留米市及び福岡県前原市に属する平成１７年国勢調査調査区から選定する調査区（２

２４調査区） （単位）世帯 （属性）上記調査区内に常住する者 （抽出枠）平成１７年国勢調

査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１，２００ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）平成１９年７月６日現在 （系統）総務省→都府県→市区町→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月２１日～０７月２９日 

【調査事項】 １．世帯員に関する事項，（１）氏名及び男女の別，（２）世帯主との続き柄，（３）出生の年

月，（４）配偶者の有無，（５）国籍，（６）現在の場所に住んでいる期間，（７）５年前（平成

１４年７月６日）の住居の所在地，（８）教育，（９）６月２９日から７月５日までの１週間に仕
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事をしたか，（１０）１週間に仕事をした時間，（１１）従業地又は通学地，（１２）従業地又は

通学地までの利用交通手段，（１３）勤めか自営かの別，（１４）勤め先・業主などの事業の内

容，（１５）本人の仕事の内容，２．世帯に関する事項，（１）世帯員の数，（２）家計の収入の

種類，（３）住居の種類，（４）住宅の建て方，（５）住宅の床面積の合計（延べ面積） 

※ 

【調査票名】 ２－平成２２年国勢調査第１次試験調査 調査票乙 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県福島市，福島県白河市，東京都大田区，東京都板橋区，愛知県岡崎市，愛知県刈

谷市，京都府京都市，京都府長岡京市，山口県宇部市，山口県平生町，愛媛県松山市，愛媛県砥部

町，福岡県久留米市及び福岡県前原市に属する平成１７年国勢調査調査区から選定する調査区（２

２４調査区） （単位）世帯 （属性）上記調査区内に常住する者 （抽出枠）平成１７年国勢調

査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１，２００ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）平成１９年７月６日現在 （系統）総務省→都府県→市区町→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月２１日～０７月２９日 

【調査事項】 １．世帯員に関する事項，（１）氏名及び男女の別，（２）世帯主との続き柄，（３）出生の年

月，（４）配偶者の有無，（５）国籍，（６）現在の場所に住んでいる期間，（７）５年前（平成

１４年７月６日）の住居の所在地，（８）教育，（９）６月２９日から７月５日までの１週間に仕

事をしたか，（１０）１週間に仕事をした時間，（１１）従業地又は通学地，（１２）従業地又は

通学地までの利用交通手段，（１３）勤めか自営かの別，（１４）勤め先・業主などの名称及び事

業の内容，（１５）本人の仕事の内容，２．世帯に関する事項，（１）世帯員の数，（２）家計の

収入の種類，（３）住居の種類，（４）住宅の建て方，（５）住宅の床面積の合計（延べ面積） 

※ 

【調査票名】 ３－平成２２年国勢調査第１次試験調査 世帯アンケート甲 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８６９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県福島市，福島県白河市，東京都大田区，東京都板橋区，愛知県岡崎市，愛知県刈

谷市，京都府京都市，京都府長岡京市，山口県宇部市，山口県平生町，愛媛県松山市，愛媛県砥部

町，福岡県久留米市及び福岡県前原市に属する平成１７年国勢調査調査区から選定する調査区（２

２４調査区） （単位）世帯 （属性）第１次試験調査の対象調査区のうち，調査票甲を使用する

調査区に常住する者 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１，２００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１９年７月６日現在 （系統）総務省→都府県→市区町→調査員→報告者→総務省 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１８日～０７月２９日 

【調査事項】 １．調査員について，２．調査方法について，３．調査票及び「調査票の記入のしかた」につい

て，４．記入者の男女，年代等について，５．記入者の世帯の人数について，６．住居の種類につ

いて，７．今回の試験調査及び国勢調査について 

※ 

【調査票名】 ４－平成２２年国勢調査第１次試験調査 世帯アンケート乙 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７０ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県福島市，福島県白河市，東京都大田区，東京都板橋区，愛知県岡崎市，愛知県刈

谷市，京都府京都市，京都府長岡京市，山口県宇部市，山口県平生町，愛媛県松山市，愛媛県砥部

町，福岡県久留米市及び福岡県前原市に属する平成１７年国勢調査調査区から選定する調査区（２

２４調査区） （単位）世帯 （属性）第１次試験調査の対象調査区のうち，調査票乙を使用する

調査区に常住する者 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１，２００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１９年７月６日現在 （系統）総務省→都府県→市区町→調査員→報告者→総務省 
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【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１８日～０７月２９日 

【調査事項】 １．調査員について，２．調査方法について，３．調査票及び「調査票の記入のしかた」につい

て，４．記入者の男女，年代等について，５．記入者の世帯の人数について，６．住居の種類につ

いて，７．今回の試験調査及び国勢調査について 
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【調査名】 食料品生産実態調査 

【実施機関】 農林水産省総合食料局食品産業振興課 

【目 的】 食料品の生産実態を把握し，食料の安定供給の確保に関する施策及び食品産業の健全な発展に必要な

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－食酢生産実績調査票，２－ソース類生産実績調査票，３－カレー生産実績調査票，４－スー

プ類生産実績調査票，５－からし粉類生産実績調査票，６－香辛料生産実績調査票，７－エキス生

産実績調査票，８－レギュラーコーヒー生産実績調査票，９－インスタントコーヒー生産実績調査

票，１０－コーヒー豆在庫実績調査票，１１－チョコレート・ココア生産実績調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）品目ごとの集計結果がまとまり次第公表されるととも

に，調査年の１１月に調味食品関係資料に公表。ただし，月別調査を行っているインスタントコー

ヒー票，コーヒー豆票の調査結果については，調査月の翌々月５日頃に公表。 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－食酢生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７１ 調査票承認番号（旧）０２３７０１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）食酢製造業者 （抽出枠）全国食酢協会中央会等の食酢

生産者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１７０／母２４０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装

置 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農

林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．生産量 

※ 

【調査票名】 ２－ソース類生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７２ 調査票承認番号（旧）０２３７０２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ソース類製造業者 （抽出枠）（社）日本ソース工業会

等の生産者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１４０／母１９６ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装

置 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農

林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．生産概況 

※ 

【調査票名】 ３－カレー生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７３ 調査票承認番号（旧）０２３７０３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）カレー製造業者 （抽出枠）全日本カレー工業協同組合

等の生産者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４６／母５７ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農林水

産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．生産量及び生産額 

※ 

【調査票名】 ４－スープ類生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７４ 調査票承認番号（旧）０２３７０４ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）スープ類製造事業者 （抽出枠）日本スープ協会等の製

造事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４０／母４７ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農林水

産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．生産量及び生産額 

※ 

【調査票名】 ５－からし粉類生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７５ 調査票承認番号（旧）０２３７０５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）からし粉類製造業者 （抽出枠）日本からし協同組合の

生産者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）郵

送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農林水産省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．原料消費量，３．製品生産量及び生産額 

※ 

【調査票名】 ６－香辛料生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７６ 調査票承認番号（旧）０２３７０６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）香辛料製造業者 （抽出枠）全日本スパイス協会等の香

辛料生産者名簿 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３６／母４５ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農林水

産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．原料購入（輸入）及び製品等販売状況，３．用途別販売量 

※ 

【調査票名】 ７－エキス生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７７ 調査票承認番号（旧）０２３７０７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）エキス製造業者 （抽出枠）日本エキス調味料協会のエ

キス生産者名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）郵

送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農林水産省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．原料取扱量及び製品生産量 

※ 

【調査票名】 ８－レギュラーコーヒー生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７８ 調査票承認番号（旧）０２３７０８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）レギュラーコーヒー製造事業者 （抽出枠）全日本コー

ヒー商工組合連合会の製造事業者名簿等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１３／母３５４ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装

置 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）年間 （系統）農
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林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月末日 

【調査事項】 １．企業概況，２．生産概況（いったコーヒー） 

※ 

【調査票名】 ９－インスタントコーヒー生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８７９ 調査票承認番号（旧）０２３７０９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インスタントコーヒー製造事業者 （抽出枠）日本イン

スタントコーヒー協会の製造事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）郵送・

オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の末日 

【調査事項】 １．毎月の生産量，２．年間の生産額 

※ 

【調査票名】 １０－コーヒー豆在庫実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８０ 調査票承認番号（旧）０２３７１０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）輸入商社等 （抽出枠）輸入商社名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）郵送・

オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→報

告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の末日 

【調査事項】 生産国別地域別コーヒー豆在庫量 
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※ 

【調査票名】 １１－チョコレート・ココア生産実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８１ 調査票承認番号（旧）０２３７１１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）チョコレート・ココア製造業者２４社及び１団体 （抽

出枠）日本チョコレート・ココア協会のチョコレート・ココア生産者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取集）郵

送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）月間 （系統）農林水産省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）月毎に３カ月分をまとめて１月，４月，７月，１０月の末日に

提出 

【調査事項】 １．在庫量，２．入荷量，３．消費量 
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【調査名】 消費動向調査（全国，月次） 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 消費者の意識の変化を迅速に把握し，景気の動向判断の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－消費動向調査調査票（平成１９年４，５，７，８，１０，１１，平成２０年１，２月調

査），２－消費動向調査調査票（平成１９年６，９，１２月調査），３－消費動向調査調査票（平

成２０年３月調査） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びインターネット

（調査月の翌月上旬） （表章）全国 

【経 費】 ２４７，３０４ 

※ 

【調査票名】 １－消費動向調査調査票（平成１９年４，５，７，８，１０，１１，平成２０年１，２月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８２ 調査票承認番号（旧）０２６４０１ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識，（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費

財の買い時判断，（５）資産価値，２．物価の見通しについて，３．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ２－消費動向調査調査票（平成１９年６，９，１２月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８３ 調査票承認番号（旧）０２６４０２ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１７年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識，（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費

財の買い時判断，（５）レジャー時間の増減，（６）資産価値，２．物価の見通しについて，３．

旅行の実績・予定，４．自己啓発・趣味・レジャー・サービス等の支出予定，（１）自己啓発費，

（２）スポーツ活動費，（３）文化的催しの鑑賞費，（４）娯楽施設等費，（５）外食費，（６）

家事代行サービス費，５．世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ３－消費動向調査調査票（平成２０年３月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８４ 調査票承認番号（旧）０２６４０３ 

【調査対象】 （地域）全国の市町村のうちから抽出した２３０市町村（東京都特別区を含む） （単位）世帯 

（属性）学生及び外国人世帯を除く一般世帯及び単身世帯 （抽出枠）平成１２年度国勢調査区一

覧表，住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７２０／母４７，８００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）１５日 （系統）内閣府→民間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）２０日 

【調査事項】 １．消費者の意識，（１）暮らし向き，（２）収入の増え方，（３）雇用環境，（４）耐久消費

財の買い時判断，（５）レジャー時間の増減，（６）資産価値，２．物価の見通しについて，３．

旅行の実績・予定，４．自己啓発・趣味・レジャー・サービス等の支出予定，（１）自己啓発費，
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（２）スポーツ活動費，（３）文化的催しの鑑賞費，（４）娯楽施設等費，（５）外食費，（６）

家事代行サービス費，５．主要耐久消費財等の保有状況等，６．世帯の状況 
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【調査名】 法人企業景気予測調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部，財務省財務総合政策研究所調査統計部調査統計課 

【目 的】 我が国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより，経済の現状及び今後の見通し

に関する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－法人企業景気予測調査票（平成１９年４～６月），２－法人企業景気予測調査票（平成１９

年７～９月），３－法人企業景気予測調査票（平成１９年１０～１２月），４－法人企業景気予測

調査票（平成２０年１～３月） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）新聞発表（調査月の翌月） （表章）全国 

【経 費】 ２７，４０２ 

※ 

【調査票名】 １－法人企業景気予測調査票（平成１９年４～６月） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８５ 調査票承認番号（旧）０２６４７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）５月２５日現在 （系統）〔ペーパ

ー〕財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者，〔インターネット〕

財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）０６月１日 

【調査事項】 １．判断調査（貴社の景況，貴社の景況判断の決定要因（金融・保険業を除く。），国内の景況

等），２．計数調査（売上高・経常利益（金融・保険業を除く。），新規設備投資額等） 

※ 

【調査票名】 ２－法人企業景気予測調査票（平成１９年７～９月） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 
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【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８６ 調査票承認番号（旧）０２６４７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）８月２５日現在 （系統）〔ペーパ

ー〕財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者，〔インターネット〕

財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）０９月１日 

【調査事項】 １．判断調査（貴社の景況，貴社の景況判断の決定要因（金融・保険業を除く。），国内の景況

等），２．計数調査（売上高・経常利益（金融・保険業を除く。），新規設備投資額等） 

※ 

【調査票名】 ３－法人企業景気予測調査票（平成１９年１０～１２月） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８７ 調査票承認番号（旧）０２６４７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）１１月２５日現在 （系統）〔ペー

パー〕財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者，〔インターネッ

ト〕財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）１２月１日 

【調査事項】 １．判断調査（貴社の景況，貴社の景況判断の決定要因（金融・保険業を除く。），国内の景況

等），２．計数調査（売上高・経常利益（金融・保険業を除く。），新規設備投資額等） 

※ 
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【調査票名】 ４－法人企業景気予測調査票（平成２０年１～３月） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８８ 調査票承認番号（旧）０２６４７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１千万円以上の法人企業 （抽出枠）法人企業統

計調査名簿（金融・保険業を除く），事業所・企業統計調査名簿（金融・保険業のみ） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）２月２５日現在 （系統）〔ペーパ

ー〕財務省→財務（支）局・沖縄総合事務局→財務事務所・出張所→報告者，〔インターネット〕

財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）０３月１日 

【調査事項】 １．判断調査（貴社の景況，貴社の景況判断の決定要因（金融・保険業を除く。），国内の景況

等），２．計数調査（売上高・経常利益（金融・保険業を除く。），新規設備投資額等） 
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【調査名】 水害統計調査 

【実施機関】 国土交通省河川局河川計画課 

【目 的】 洪水，内水，高潮等の水害により発生した一般資産の被害実態及び，運輸，通信，電気，ガス及び水

道事業を営む事業所の水害被害額等を把握し，治水に関する各種行政施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－一般資産水害統計調査調査票，２－公益事業等水害統計調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（翌年末頃） （表章）全国 

【経 費】 ２０，８４８ 

※ 

【調査票名】 １－一般資産水害統計調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８８９ 調査票承認番号（旧）０２３６８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水害を受けた家屋等の世帯主又は事業所の代表者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７，０００ ４，０００ （配布）職員 （取集）職員 （記入）

他計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）水害発生の都度 （実施期日）水害発生後４５日以内 

【調査事項】 １．都道府県名，市区町村名，水害発生月日，河川・海岸・地区名，水害地区番号，２．町丁

名・大字名，名称（一般住宅，農家，漁家，アパート等の別），３．地上・地下被害の区分，浸

水・土砂被害の区分，４．床下浸水・床上浸水（深度等別）の被害建物棟数，被害建物の延床面

積，５．被災世帯数，被災事業所数，６．被害建物内での農漁家又は事業所活動（浸水深度等別農

家・漁家戸数，浸水震度等別事業所従業者数，事業所の産業区分） 

※ 

【調査票名】 ２－公益事業等水害統計調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９０ 調査票承認番号（旧）０２３６８８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉄道・軌道業，道路定期旅客・貨物運送業，電気通信

業，電気業，ガス業及び水道業を営む事業所のうち，当該事業の資産管理を行う事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）国土交通省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）水害発生の都度 （実施期日）水害発生の都度、調査を実施 

【調査事項】 １．都道府県名，調査対象機関の所在地及び名称，２．水害発生月日，被害箇所（市区町村名，

町丁名，大字名），河川・海岸名・地区名，３．水害原因コード，事業コード，４．被害金額（物

的被害額，営業停止損失額），５．営業停止期間等（停止期間，停止数量） 
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【調査名】 土壌改良資材の生産量及び輸入量調査 

【実施機関】 農林水産省生産局農産振興課 

【目 的】 表示の基準が設定されている土壌改良資材の生産量，輸入量等の調査により，土壌改良資材の利用状

況，流通状況等の実態を調査し，その安定供給等による地力の増進対策を推進するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－土壌改良資材の生産量調査票，２－土壌改良資材の輸入量調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「農林水産統計速報」及びホームページにて公表（平

成１９年７月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－土壌改良資材の生産量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９１ 調査票承認番号（旧）０２５８８８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）土壌改良資材の製造業者 （抽出枠）全国土壌改良資材

協議会会員要覧等 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）１５７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成１７年１月から１２月及び平成１８年１月から１２月ま

で （系統）農林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年及び１８年調査は，１９年５月末 

【調査事項】 １．土壌改良資材の名称，２．土壌改良資材の種類，３．生産量（購入量を含む），４．払出量

（農業用，工業用・その他別，農業用のうち家庭園芸用） 

※ 

【調査票名】 ２－土壌改良資材の輸入量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９２ 調査票承認番号（旧）０２５８８９ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）土壌改良資材の輸入業者 （抽出枠）全国土壌改良資材

協議会会員要覧等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月から１２月及び平成１８年１月から１２月まで （系統）農

林水産省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１７年及び１８年調査は，１９年５月末 

【調査事項】 １．輸入土壌改良資材の名称，２．輸入土壌改良資材の種類，３．国名，４．輸入量 ５．払出

量（農業用，工業用・その他別，農業用のうち家庭園芸用） 
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【調査名】 平成２０年住宅・土地統計調査試験調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課 

【目 的】 平成２０年住宅・土地統計調査の実施に先立ち，調査票の設計，調査の方法等に関する諸事項につい

て実地の検討を行い，同調査の実施計画の立案に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２０年住宅・土地統計調査試験調査世帯調査票，２－平成２０年住宅・土地統計調査試

験調査建物調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）部内資料として利用し，公表しな

い。 （表章）全国，都道府県，市区町村 

【経 費】 ８，０００ 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年住宅・土地統計調査試験調査世帯調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月１０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）北海道岩見沢市，北海道奈井江町，神奈川県川崎市，神奈川県寒川町，大阪府堺市，大

阪府高槻市，広島県東広島市，広島県安芸高田市，沖縄県那覇市及び沖縄県宮古島市に属する平成

１７年国勢調査調査区から選定する調査区（１１４調査区） （単位）世帯 （属性）上記調査区

内にある住宅及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに居住している世帯 （抽出枠）平成

１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）併用 

（把握時）平成１９年７月４日現在 （系統）総務省→道府県→市町→調査員又は民間事業者→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月２７日～０７月１７日 

【調査事項】 １．世帯に関する事項，（１）世帯の構成，（２）世帯全員の１年間の収入，２．家計を主に支

える人に関する事項，（１）勤めか自営かなどの別，（２）通勤時間，（３）別世帯の子に関する

事項，（４）現住居に入居した時期，（５）前住居に関する事項，３．現住居に関する事項，
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（１）居住室の数及び広さ，（２）持ち家か借家かなどの別，（３）家賃又は間代に関する事項，

（４）床面積，（５）建築の時期，（６）台所，トイレ，浴室，洗面所に関する事項，（７）高齢

者等のための設備に関する事項，（８）自動火災感知設備に関する事項，（９）省エネルギー設備

等に関する事項，（１０）住宅の建て替え，新築，購入などの別，（１１）住宅の耐震診断に関す

る事項，（１２）住宅の耐震改修工事の有無，４．現住宅の敷地に関する事項，（１）所有地か借

地かなどの別，（２）名義人，（３）敷地面積，（４）取得方法・取得時期，５．現住居以外の住

宅及び土地に関する事項，（１）現住居以外の住宅の所有戸数，（２）現住居以外の住宅の床面

積，（３）現住居以外の土地の所有の有無，（４）現住居以外に所有している土地の種類，６．現

住居の敷地以外に所有している宅地に関する事項，（１）土地の所在地，（２）土地の所有形態，

（３）土地の面積，（４）土地の取得方法，（５）土地の取得時期，（６）土地の利用現況，

（７）建物の所有者，（８）土地の主たる使用者，７．所有している農地・山林に関する事項，

（１）農地・山林の所在地，（２）面積の合計 

※ 

【調査票名】 ２－平成２０年住宅・土地統計調査試験調査建物調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０８月１０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）北海道岩見沢市，北海道奈井江町，神奈川県川崎市，神奈川県寒川町，大阪府堺市，大

阪府高槻市，広島県東広島市，広島県安芸高田市，沖縄県那覇市及び沖縄県宮古島市に属する平成

１７年国勢調査調査区から選定する調査区（１１４調査区） （単位）住戸 （属性）上記調査区

内にある住宅及び住宅以外で人が居住する建物 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００ （配布）しない （取集）しない （記入）他計 

（把握時）平成１９年７月４日現在 （系統）総務省→道府県→市町→調査員又は民間事業所→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１７日 

【調査事項】 １．居住世帯のない住宅，２．住宅の種類，３．住宅の建て方，４．建物の構造，５．破損の程
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度，６．建物全体の階数，７．敷地に接している道路の幅員，８．エレベーターの有無，９．高齢

者向けの住宅の別，１０．オートロックの有無，１１．敷地面積，１２．建築面積 
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【調査名】 新規就農者調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 近年，我が国の農業は，急速な高齢化と後継者不足という構造的な問題に直面しており，将来にわた

り我が国の農業を持続的に発展していくためには，意欲ある担い手の確保・育成は重要な課題となって

いる。農林水産省ではこれらの諸課題に対応するため，平成１７年３月に新たな「食料・農業・農村基

本計画」を策定し，農業の持続的発展を目的とした望ましい農業構造の実現を図るため，新規就農者の

確保・育成を図るための諸施策を推進している。本調査は，近年の新規就農者の就農ルートの多様化の

実態を踏まえ，農家世帯員の新規就農者数のみならず，雇用における新規就農者数についても把握し，

今後の施策の企画・立案，評価に必要な資料を提供することを目的とする。 

【調査の構成】 １－新規就農者調査票（家族経営体），２－新規就農者調査票（組織経営体） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要」（毎年調査実施年の１２月末） 

（表章）全国 

【経 費】 ５０，８９８ 

※ 

【調査票名】 １－新規就農者調査票（家族経営体） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）家族経営体の経営主 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７２，０００／母１，９８１，０００ （配布）併用 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局

→地方農政事務所→統計・情報センター→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日現在 

【調査事項】 １．世帯員の年齢，性別，過去１年前及び２年前の生活の主な状態，２．過去１年間に新たに雇

用した者の年齢，性別，雇用形態，仕事の内容等 
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※ 

【調査票名】 ２－新規就農者調査票（組織経営体） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）組織経営体の経営主 （抽出枠）２００５年農林業セ

ンサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母２８，０００ （配布）併用 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→地方農政

事務所→統計・情報センター→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日現在 

【調査事項】 過去１年間に新たに雇用した者の年齢，性別，就業上の地位，雇用形態，仕事の内容等 
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【調査名】 ２００８年漁業センサス試行調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 ２００８年漁業センサス試行調査は，本調査（平成２０年１１月予定）の前年（平成１９年）に，本

調査と同様の実施機構である都道府県及び市区町村並びに地方統計組織を通じ，調査の準備から実査，

審査に至る一連のプロセスを試行的に実施し，調査労力や項目設定の適切さなど，各段階における諸課

題を事前に把握し，その改善策を調査設計に反映させ，本調査を的確かつ効率的に実施することを目的

とする。 

【調査の構成】 １－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用），２－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅱ

（会社用），３－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅲ（漁業協同組合・漁業生産組合用），４－海面

漁業調査漁業経営体調査票Ⅳ（共同経営用），５－海面漁業調査漁業管理組織調査票，６－海面漁

業調査海面漁業地域調査票，７－内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用），８

－内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅱ（会社・団体用），９－内水面漁業調査内水面漁業地

域調査票，１０－流通加工調査魚市場調査票，１１－流通加工調査冷凍・冷蔵，水産加工場調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（手集計） （表章）公表しない。 

【経 費】 １２２，８５２ 

※ 

【調査票名】 １－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市（一部地域を除く） （単位）経営体 （属性）海面漁

業に係る漁業経営体のうち個人漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３９２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→県→市区町村→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．世帯について，２．自家漁業に雇った人，３．漁船，４．漁業経営について，５．地方選定
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漁業種類について 

※ 

【調査票名】 ２－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅱ（会社用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市（一部地域を除く） （単位）事業所 （属性）海面漁

業に係る漁業経営体のうち会社 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平

成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→県→市区町村→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．会社の概要，２．漁業の従事者，３．漁船，４．漁業経営について，５．地方選定漁業種類

について，６．支所・支社も含めた会社全体について 

※ 

【調査票名】 ３－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅲ（漁業協同組合・漁業生産組合用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６８９９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市（一部地域を除く） （単位）経営体 （属性）海面漁

業に係る漁業経営体のうち漁業協同組合及び漁業生産組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平

成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→県→市区町村→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．貴組合が直接行った漁業の従事者，２．漁船，３．漁業経営について，４．地方選定漁業種

類について 

※ 
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【調査票名】 ４－海面漁業調査漁業経営体調査票Ⅳ（共同経営用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９００ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市（一部地域を除く） （単位）経営体 （属性）海面漁

業に係る海面漁業経営体のうち共同経営 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）

平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→県→市区町村→統計調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．共同経営について，２．共同経営で行った漁業にたずさわった人，３．漁船，４．漁業経営

について，５．地方選定漁業種類について 

※ 

【調査票名】 ５－海面漁業調査漁業管理組織調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０１ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市 （単位）経営体 （属性）漁業管理組織（漁場又は漁

業種類を同じくする複数の漁業経営体からなる集まりであって，文書による取決めに基づき，自主

的な漁業資源の管理，漁場の管理，漁獲の管理を行っているもの） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）

平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．組織の概要，２．漁業管理 

※ 

【調査票名】 ６－海面漁業調査海面漁業地域調査票 



 - 67 -

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町及び三重県鳥羽市 （単位）協同組合 （属性）海面漁業協同組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平

成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．生産条件，２．活性化の取組 

※ 

【調査票名】 ７－内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅰ（個人経営体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）滋賀県近江八幡市及び徳島県徳島市 （単位）経営体 （属性）内水面漁業に係る漁業

経営体のうち，共同漁業権の在する天然の湖沼その他湖沼で水産動植物の採捕の事業及び養殖事業

を営む個人漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４４ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．世帯について，２．湖沼漁業，３．内水面養殖業 

※ 

【調査票名】 ８－内水面漁業調査内水面漁業経営体調査票Ⅱ（会社・団体用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）滋賀県近江八幡市及び徳島県徳島市 （単位）経営体 （属性）内水面漁業に係る漁業

経営体のうち，共同漁業権の在する天然の湖沼その他湖沼で水産動植物の採捕の事業及び養殖事業

を営む会社，漁業協同組合，漁業生産組合及び共同経営 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）

平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．湖沼漁業，２．内水面養殖業 

※ 

【調査票名】 ９－内水面漁業調査内水面漁業地域調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）滋賀県近江八幡市及び徳島県徳島市 （単位）協同組合 （属性）内水面漁業協同組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平

成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．組合員数，２．生産条件，３．活性化の取組 

※ 

【調査票名】 １０－流通加工調査魚市場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町，三重県鳥羽市，徳島県徳島市 （単位）市場 （属性）魚市場 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握

時）平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．売場の最大面積，２．業者数，３．取扱高，４．衛生管理機器 

※ 

【調査票名】 １１－流通加工調査冷凍・冷蔵，水産加工場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年０４月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０９月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６９０７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）青森県平内町，三重県鳥羽市，滋賀県近江八幡市，徳島県徳島市 （単位）事業所 

（属性）冷凍・冷蔵工場及び水産加工場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）

平成１９年７月１日現在 （系統）農林水産省→農政局→農政事務所→センター→統計調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月１日 

【調査事項】 １．営んだ事業について，２．冷凍・冷蔵工場について，３．水産加工場について 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 企業採用動向等調査 

【実施機関】 香川県商工労働部労働政策課 

【目 的】 県内企業におけるＵＪＩターン雇用等に関する実態を調査し，有効なＵＪＩターン施策を検討するた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－企業採用動向等調査 

【集計・公表】 （公表）調査結果報告書の作成（平成１９年９月） （表章）全国 

【経 費】 ２，０００ 

※ 

【調査票名】 １－企業採用動向等調査 

【受理年月日】 平成１９年０４月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０１８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）企業 （属性）香川県内に本社機能を有する，常用雇用労働者１

０人以上の企業 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）

香川県→受託業者→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年５月１日 
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【調査名】 新規就農者調査（新規参入） 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 近年，我が国の農業は，急速な高齢化と後継者不足という構造的な問題に直面しており，将来にわた

り我が国の農業を持続的に発展していくためには，意欲ある担い手の確保・育成は重要な課題となって

いる。農林水産省ではこれらの諸課題に対応するため，平成１７年３月に新たな「食料・農業・農村基

本計画」を策定し，農業の持続的発展を目的とした望ましい農業構造の実現を図るため，新規就農者の

確保・育成を図るための諸施策を推進している。本調査は，近年の新規就農者の就農ルートの多様化の

実態を踏まえ，農家，非農家の出身を問わず，土地や資金等を独自に調達し，新たな農業経営を開始し

た者として，新規参入者数について把握し，今後の施策の企画・立案，評価に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－新規就農者調査票（新規参入） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要」（毎年調査実施年の１２月末） 

（表章）全国 

【経 費】 ５０，８９８ 

※ 

【調査票名】 １－新規就農者調査票（新規参入） 

【受理年月日】 平成１９年０４月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０１９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業委員会 （属性）農業委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８４３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年７月から平成１９年６月の間 （系統）農林水産省→地方農政局→地方農政事務所

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日に調査を実施 

【調査事項】 男女別，年齢階層別の農業への新規参入者数 
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【調査名】 大阪府内における金融環境調査 

【実施機関】 大阪府 

【目 的】 金融機関を取り巻く環境の変化による中小企業の資金調達環境の変化について，府内中小企業を対象

として調査し，新たな融資制度等中小企業向け金融に係る施策立案のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－大阪府内における金融環境調査 

【集計・公表】 （集計）（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） （表章）

都道府県 

【経 費】 ３，３００ 

※ 

【調査票名】 １－大阪府内における金融環境調査 

【受理年月日】 平成１９年０４月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）調査日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年４月２５日 
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【調査名】 中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査 

【実施機関】 神奈川県 

【目 的】 神奈川県では，平成１１年３月に神奈川県スポーツ振興審議会から，建議「学校運動部活動の活性化

と今後のあり方について」が示され，その建議に沿ってこれまでに運動部活動の活性化に向けた様々な

取組を行ってきた。そこで，およそ８年が経過した現在の運動部活動を含むスポーツ活動についての意

識や実態を把握するため，中学校・高等学校の生徒・保護者・教員・外部指導者・学校長のそれぞれに

アンケート調査を実施し，これまでの取組を総括するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査中学生用調査票，２－中学校・高等学校

生徒のスポーツ活動に関する調査高校生用調査票，３－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関

する調査保護者用調査票，４－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査教員用調査票，

５－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査外部指導者（地域指導者）用調査票，６－

中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査学校長用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ４７６ 

※ 

【調査票名】 １－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査中学生用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立

体育センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．自身のことについて，２．現在，運動部に所属している生徒について，３．現在，地域スポ

ーツクラブ等で活動している生徒について，４．現在，運動部や地域スポーツクラブ等に所属して
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いない生徒について 

※ 

【調査票名】 ２－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査高校生用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立

体育センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．自身のことについて，２．現在，運動部に所属している生徒について，３．現在，地域スポ

ーツクラブ等で活動している生徒について，４．現在，運動部や地域スポーツクラブ等に所属して

いない生徒について 

※ 

【調査票名】 ３－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査保護者用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立

体育センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．子どもや自身のことについて，２．現在，運動部に所属している子どもについて，３．現

在，地域のスポーツクラブ等で活動している子どもについて，４．現在，運動部や地域のスポーツ

クラブ等に所属していない子どもについて 

※ 
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【調査票名】 ４－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査教員用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９７５ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立

体育センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．自身のことについて，２．現在，運動部活動に中心的に関わっている教員について 

※ 

【調査票名】 ５－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査外部指導者（地域指導者）用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７５ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立体育

センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．自身のこと及び運動部活動との関わり方について 

※ 

【調査票名】 ６－中学校・高等学校生徒のスポーツ活動に関する調査学校長用調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）中学校・高等学校（公立・私立） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０ （配布）授業内で配布 （取集）授業内で回収 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→各学校→報告者→各学校→神奈川県立体育
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センター→神奈川県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１１日～０７月２０日 

【調査事項】 １．自身のこと及び運動部活動との関わり方について 
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【調査名】 沖縄県鉱工業指数基礎調査 

【実施機関】 沖縄県 

【目 的】 本県製造工業の生産，出荷及び在庫の動態を明らかにし，その生産活動の推移を観察することで，本

県経済動向分析の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－沖縄県鉱工業指数基礎調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）月報「沖縄県鉱工業指数」「沖縄の統計」翌々月末 

年報「沖縄県鉱工業指数」毎年９月頃 （表章）都道府県 

【経 費】 １０ 

※ 

【調査票名】 １－沖縄県鉱工業指数基礎調査 

【受理年月日】 平成１９年０４月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）製造業，ガス業，電気業に属す事業所 （抽出

枠）工業統計調査準備調査名簿，事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／母２，７６９ （配布）ファクシミリ装置 （取集）ファ

クシミリ装置，電話 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）該当月の翌々月１５日 
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（２） 変更 

【調査名】 地方公共団体消費状況等調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民支出課 

【目 的】 地方公共団体の予算のうち，国民経済計算における消費に関連する特定項目等について調査し，国民

経済計算統計の整備改善を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－地方公共団体消費状況等調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

【経 費】 １０，４１２ 

※ 

【調査票名】 １－地方公共団体消費状況等調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０１９ 受理番号（旧）２０６０２９ 

【調査対象】 （地域）都道府県及び政令指定都市 （単位）地方公共団体 （属性）地方公共団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６４ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）四半期末（３，６，９，１２月末）現在 （系統）内閣府経済社会総合研究所→報告者

（都道府県・政令指定都市） 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）０５月１１日 ０７月３１日 １０月３１日 ０１月３１日 

【調査事項】 １．消費関連予算の各四半期末予算額，２．投資関連予算の各四半期末予算額，３．特記事項等 
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（３） 中止 

【調査名】 東港工業地帯立地企業実態調査 

【実施機関】 新潟県港湾空港局東港開発課 

【目 的】 新潟東港工業地帯に立地する企業の事業状況を把握することにより，新潟東港開発の今までの成果の

把握及び企業誘致策に関する施策立案のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－東港工業地帯立地企業実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「概要」をＨＰにて公表（１２月末） （表章）都道

府県 

【経 費】 ４０ 

【備 考】 （中止の理由）当該調査は，新潟東港工業地帯に立地する企業の事業状況を把握することにより，新

潟東港開発の今までの成果及び企業誘致に関する施策立案のための基礎資料としていたが，東港開発計

画による東港開発が平成１８年度末で終了すること，また，今までの統計データで東港開発の成果及び

企業誘致に関する施策立案のための基礎資料を得ることができるため中止することとした。 

※ 

【調査票名】 １－東港工業地帯立地企業実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年０４月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）３０７００７ 受理番号（旧）１０５０４３ 

【調査対象】 （地域）新潟東港工業地帯 （単位）企業 （属性）新潟東港工業地帯進出企業（県開発区域進

出企業，新潟市開発区域進出企業等） （抽出枠）県（東港開発課）把握企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）本年５月２５日 

【調査事項】 １．常時従業員数，臨時的従業員数（パートタイム等），２．納税額（県税，市町村税），３．

出荷額，売上額，４．設備投資額，５．東港工業地帯への要望等 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(4) (4) (4) (12)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 6 615

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 2 96

(3) (4) (4) (5) (16)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 8 711

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 6 479

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 15 575

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 21 1054

2 2 #### 0 0 1 #REF!

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (28)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 9 189

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (29)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 9 194

(1) (1) (1) (1) (4)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 14 952

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 39 2115

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 8 2 2 2 2 2 4 27

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 46 2784

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 89 4960

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 70 2979

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 17 651

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 207

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 32

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (1) (114)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 14 1086

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (122)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 105 4955

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 24 995

11 1 7 11 27 4 61

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 3 571

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (207)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 15 1645

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (232)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 46 3272

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 43 1578

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 15 1339

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 58 2917

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (67)

2 1 4 11 1 1 1 2 23

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 24 849

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 9 412

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 #### 312 440 353 #REF!

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 #### 325 448 362 #REF!

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

(4)

1 1 3 3

(1)

1

(1) (4)

1 1 3 1 3

2 1 1 4 6

(1)

1 3 5

(1)

2 2 1 3 4 5 6

1

(1) (4)

2 6 1 2

(1) (4)

2 6 1 2

(1)

4 3 1 1

4 5 10 1 2 3 1 4 2

2

(2)

16 1 10 3 1 2 5 5

(2)

4 5 26 2 12 8 1 5 2 5 7

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

平成19年平成18年
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

11 1 2 3 5 12 14 11 1 24

(1)

4 11

1 2

1

(1)

3 8 3 2

(1) (1)

11 1 2 6 5 13 14 12 1 12 3 39

2 2 1 19 2 1

3 6 4

2 1

(1) (1) (2)

1 7 1 6

(1) (1) (2)

2 3 1 2 30 1 6 12 1

4 2 7 13 4 2 3 4 1 1

(2)

4 2 1 6 2 6 4 2

(2)

4 6 9 1 19 6 2 9 4 5 3

(1) (1)

1 1

2 2 12 8

1 1 3 4

29 11 39 20 18 48 53 21 25 20 34 59

29 12 39 21 21 48 53 21 25 20 34 63

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

平成19年平成18年
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 8 301

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 30 30 760

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 5 51

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 63 2911

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 87 1966

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 4 24 141

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 30 38 1525

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 15 673

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 28

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 1 81

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 114 109 4748

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 98 133 3480

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 10 29 231

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

新 規 1 2 1 1 1 1 1

国 変 更 2 4 1 1 3 4 1 2 6 1

中 止 2 1 3

新 規 1 9 3 1 12 14 3 6 5 3 2 4

変 更 12 3 10 4 8 10 6 2 3 3

中 止 1 1 1 1 1 1 3 1

新 規 5 9 7 7 3 1 2 4 2

市 変 更 2 2 2 1 3 1 1 1

中 止

新 規

変 更 1 2

中 止

新 規 2 16 12 8 20 18 5 8 9 5 3 5

変 更 15 7 16 6 8 14 10 7 6 2 10 1

中 止 1 3 1 1 2 1 6 1

平成19年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成18年年（月）

実施機関名
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